
名古屋市乳児等通園支援事業
（こども誰でも通園制度）

実施事業者の公募に係る説明会
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【出席確認】
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トにご回答くださいますようお願いします。

説明会への出席確認とさせて頂きます。
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全ての子どもの育ちを応援し、子育て家庭に対する支援を強化するため、

・ ０歳６か月から満３歳未満までの未就園児を対象として、

・ 保護者の就労要件を問わず、

・ 月１０時間までの利用を上限とした 通園支援を実施するもの。

１．事業の目的

な

し こども誰でも通園制度

０歳～２歳 ３歳～５歳

保育所、認定こども園等

幼稚園
※ 満３歳～小学校就学前まで

就

労

要

件

⇒ 保育所等に通っていないこどもも含め、全ての子どもの育ちを応援

あ

り

Ⅰ. 概要

３



次元の異なる少子化対策を進めるとして、令和５年１2月に閣議決定された「こども

未来戦略」中で、今後３年間に集中的に取組む「加速化プラン」において位置づけられ

た具体的な施策の１つ。

Ｒ7.4.１ 改正児童福祉法施行 ⇒ 「乳児等通園支援事業」として制度化

Ｒ８.4.１ 改正子ども・子育て支援法施行 ⇒ 「乳児等のための支援給付」の創設

⇒ 全自治体で実施（新たな給付制度）

２．経 緯

① こども

・ こども同士、こども社会の中で関わり合うことができる

・ 専門的な視点を持つ保育者と関わることで、心の発達が促進される

② 保護者

・ 育児の悩みを相談できる

・ 子育て中の孤独感、負担感が軽減される

３．意 義
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（参考）
乳児等通園支援事業と一時預かり事業（一時保育事業）の比較

乳児等通園支援事業 一時預かり事業

制度的な
位置づけ

法律に基づく給付制度 （Ｒ８～） 市町村が実施主体となる補助事業

実施自治体 全ての自治体（１,74１）で実施 １,2６９自治体で実施

事業の目的

子どもが園に「通園」することで、
家庭では得られない経験を通じ、
「全てのこどもの育ちを応援す
る」ことを主な目的とする。

保護者の方の仕事や親族の介護、病
気、また、リフレッシュのために一時
的に子どもを「預かる」ことで、「保
護者の立場からの必要性」に対応す
ることを主な目的とする。

本市における
利用料

３００円／時間
１,2００円／６時間
１,６００円／８時間
2,０００円／１０時間まで
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４．令和７年度の事業のあり方（国）

事 項 内 容

① 利用可能時間 １０時間／月

② 対象施設

保育所、認定こども園、幼稚園、小規模保育事業所、家庭的保育事
業所、地域子育て支援拠点、企業主導型保育事業所、認可外保育施
設、児童発達支援センター等（「等」は駅前等の利便性の高い場所や
空き店舗などを想定）

③ 対象 ０歳６か月～満３歳未満の未就園児

④ 利用方式
・「定期利用」：事業所、曜日、時間を固定
・「柔軟利用」：事業所、曜日、時間を固定しない

⑤ 実施方式

・一般型：在園児とは別に定員を設定し、専従職員を配置
（在園児合同又は専用室独立実施）

・余裕活用型：施設の利用児童が、利用定員の総数に満たない場合
に、空き定員枠を活用

⑥ 補助単価 ０歳：１,３００円／時間、１歳：１,１００円／時間、２歳： ９００円／時間
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（１） 市民

・ 乳児等支援給付費の支給を受けるためには、本市による「認定」必要。

・ 本市に認定申請を行い、区役所により対象子どもであること（０歳６か月以上満

３歳未満、保育所等を利用していない）を確認した上で認定を受ける。

※ 実際の運用では、乳児等支援給付費は、法定代理受領方式により、原則、事業

者に対して直接支払うことになる。

５．事業開始に伴う影響

（２） 事業者

・ 本事業は認可事業としての位置づけとなることから、設備や職員配置について、

本市の「認可」を受けることが必要 （令和７年度～）

・ 乳児等支援給付費に係る対象事業者として問題ないか、施設の運営規定や事故

発生防止等について、本市の「確認」を受けることが必要 （令和８年度～）

・ 事業開始後、職員の配置や必要な設備などの遵守すべき基準が守られているか

について、本市の指導監査を受けることが必要 （令和７年度～）
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６．利用者・事業者・市の関係性

８

事業者利用者

名古屋市

③ 利用申込、利用料支払い

Ａ  認可・確認申請

② 認定
（Ｒ7利用決定）

④ 事業提供、料金徴収

① 認定申請
（Ｒ7利用申請）

Ｂ 認可、確認

※ 確認はＲ８～

指導・監査

Ｃ 請求

Ｄ 給付費代理給付
(Ｒ7補助金交付)



９

７．総合支援システム（国）



総合支援システムにより、以下の対応が可能となる。

（１）予約管理： 利用者による予約

（2)データ管理： 事業者における子どもの情報の把握、市町村における利用状況の確認

（３）請求書発行： 事業者から市町村への請求

※ 令和７年度の事業実施に係る補助金については、令和８年度４月に実績確認

を行い、５月中に一括交付予定。（国のシステムは使わず、書面による請求）

１０

７．総合支援システム（国）



Ⅱ. 公募内容（概要）

（１）市内に所在する認可を受けた次のいずれかの施設を運営している法人等。

ア 保育所

イ 認定こども園

ウ 幼稚園

（２）財務内容が不適切でなく、次のすべての項目に該当する法人等

ア 債務超過や直近３か年の連続した損失計上がないこと

イ 公租公課の滞納がないこと

ウ 経営状況に係る懸念事項がないこと

（３）名古屋市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第１号に規定

する暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。

（４）名古屋市乳児等通園支援事業実施要綱及び本公募要項その他関連法令等に従っ

た運営ができること。

１．応募資格

１１



（１）利用児童

市内に居住する０歳６か月～満３歳未満の子どもで、保育所、認定こども園、家庭

的保育事業所、小規模保育事業所、事業所内保育事業所、居宅訪問型保育事業所又

は企業主導型保育事業所を利用していないもの。認可外保育施設に通っている市

内に居住する０歳６か月～満３歳未満の子どもは対象となる。

なお、令和８年4月以降は、名古屋市外に居住する子どもも対象となる予定。

（２）利用可能時間

利用児童は、１月あたり１０時間を上限として利用することが可能。１回あたりの利

用時間は１時間を下限とし、３０分単位での利用とする。

２．利用児童

１2



（３）利用料

ア 利用料は、子ども１人１時間あたり３００円とする。１時間以上の利用について

は、３０分単位で実施することも可能とする。この場合、３０分に係る部分の金額

については、１時間の単位に１／２を乗じて算出する。

イ 利用料は、実施施設が利用者（保護者）から直接徴収する。

ウ 給食費、おやつ代及びおむつ代等の実費負担については、保護者同意の上、実

施施設においてそれぞれ定めた金額を徴収することができる。なお、給食等の提

供を行う場合においては、衛生管理やアレルギー対応など、適切な実施に留意す

ること。

２．利用児童

１３



２．利用児童

１4

区 分
子ども１人１時間
あたりの利用料

生活保護世帯 ０円

市町村民税非課税世帯 ６０円

市民税所得割額77,１０１円未満の世帯 ９０円

要保護児童対策地域協議会登録児童のいる世帯等のうち、利
用者負担額を軽減することが適当であると認められる世帯

１５０円

【減免対象者に係る利用料】



（１）募集数及び区分

今回の公募は次の表の区分ごとに募集数を定めるものとする。なお、ある区分に

ついて募集数の上限に達しない場合には、予算の範囲内で他の区分の募集数の上限

を超えて選定を行う。

【募集数の区分】

３．募集内容

区分 募集数 定員設定

全年齢設定
各区１か所、
上限１６か所

すべての年齢の受け入れを必ず設定するもの
例１：０歳１人、１歳１人、2歳１人
例2：０歳１人、１歳２人、2歳２人
例３：０歳２人、１歳２人、2歳２人

自由設定
各区１か所、
上限１６か所

受け入れ年齢を任意に設定するもの
例１：2歳３人
例2：１歳2人、2歳１人
例３：１歳３人、２歳2人

１５



（２）実施場所

市内において、申込法人等が現に運営している保育所、認定こども園又は幼稚園

（以下「保育所等」という。）の敷地内で実施すること。

（３）実施方式

実施方式については、乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準（令和7

年内閣府令第１号）第2０条に定める一般型乳児等通園支援事業（以下「一般型事業」

という。）により実施すること。

３．募集内容

１６



一般型事業とは、定員を別に設け、在園児と合同又は専用室を設けて受け入れを行

う方式である。

ア 専用室独立実施

基本的に本制度の対象となる子ども同士で過ごす形態。実情に応じて在園児と

一緒に過ごすことも可能。多くの子どもと関わりを持てるよう、在園児と交流する

機会を積極的に設けること。

イ 在園児合同実施（専用室あり）

受け入れは専用室で行い、基本的な生活や活動は在園児と合同で実施する。

ウ 在園児合同実施（専用室なし）

すべての時間帯を通じて、在園児と共に過ごすことが基本となる。

３．募集内容

１7



【本公募における実施方式】

３．募集内容

（注１）賃貸物件を活用した保育所は、「在園児合同型・専用室なし」のみ実施できる。
（注２）認可権者と事前協議を行う必要がある。
(注３)本体園の保育室の共用認可は不可。また、他の事業と併せて設置する際は、

当該事業等の利用者の処遇に支障がない場合に限り、設備及び職員を兼ねる
ことができる。

１８

区分 一般型事業

実施方式・
専用室

専用室
独立実施

在園児合同実施

専用室あり 専用室なし（注１）

認可（注２）
保育所等の一部専用室の認可を外し、
本制度の専用室として認可（転用）

多目的室、一時保育室等
を共用認可(注３)



３．募集内容

１９

・在園児とは別に、本制度を利用するこども同士で過ごす

・活動内容や時間帯によっては、実施事業所の実情に応じて在園児と一緒

に過ごすことも可能（例：園庭における交流）

（認可方法）

保育所等の一部専用室の認可を外し、本制度の専用室として認可（転用）

園舎

保育室 専用室

敷地
①一般型（専用室独立実施型）

認可



３．募集内容

2０

敷地

・在園児と一緒に過ごす

・受入れは専用室で行い、基本的な生活や活動は在園児と合同で実施

・活動内容や時間帯、こどもの状況など実情に応じて、専用室を活用

（認可方法）

保育所等の一部専用室の認可を外し、本制度の専用室として認可（転用）

園舎

保育室 専用室

②一般型（在園児合同型・専用室あり）

認可



３．募集内容

2１

・在園児と一緒に過ごす
（認可方法）

多目的室などに共有認可（認可権者と事前協議）

※ 保育室などの必要諸室は、共用認可ができない

※ 賃貸物件を活用した保育所は、この方式で実施

③一般型（在園児合同型・専用室なし）
敷地

園舎

保育室 多目的室など

共有
認可



（４）認可定員

原則として、０歳６ヵ月から満３歳未満の子どもを対象とした６人以内。利用可能

枠の範囲内であれば、６人を超えることも認める。

（５）利用可能枠（定員×時間×日数）

本事業における事業実施施設の利用可能枠は、定員、開所時間及び開所日数をか

け合わせることで算出する。

令和7年度は、令和7年１０月から令和８年３月末までの６か月間で、１事業所当た

り半年間2,１６０時間を上限として設定すること。

（例） ３人×６時間×2０日×６か月＝2,１６０時間

６人×５時間×１2日×６か月＝2,１６０時間

令和7年度中は、当初に設定した定員、開所日及び開所時間の変更は認めない。

また、開所日は可能な限り定期的な開催となるようにすること。

３．募集内容

22

★評価ポイント
2,１６０時間の範囲内でよ
り多くの利用可能枠を設定
することが望ましい。



（６）事業開始日

原則として、令和7年１０月１日（水）から事業を開始すること。ただし、特別の理由

があると認められる場合には、１１月１日又は１2月１日に事業を開始することを認め

る。

（7）開所日

月曜日から土曜日のうち毎週３日以上開所すること。ただし日曜、祝日及び１2月

2９日から１月３日及び長期休業日等、実施施設の定める休日を除く。

（８）開所時間

本事業を併設する保育所等の開所時間の間で、１日あたり３時間以上開所するこ

と。また、事業の実施時間は３０分単位で設定すること。

なお、開所時間は連続する必要はなく、「【午前の部】１時間３０分、【午後の部】１時

間３０分」のように断続的な開所とすることも可能とする。断続的に開所する場合、

１回あたり１時間以上の開所が必要であり、それ以降は３０分単位で時間を設定す

ること。

３．募集内容

2３



（９）提供する事業の利用方式

本事業の利用については、次のいずれかの利用方式とすること。ただし、認可定員

の内、最低１人以上は柔軟利用の受入れを行うこと。

ア 定期利用 利用する事業所、曜日、時間帯を固定して受入れる方法

イ 柔軟利用 利用する事業所、曜日、時間帯を固定せずに、定期的でなく柔軟に

受入れる方法

３．募集内容

24



（１０）食事の提供について

原則として、食事を提供することを求めないが、事業者の判断において提供するこ

とが可能である。

ただし、食事の提供を行う場合においては、当該施設において行うことが必要な

調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えなければならない。食事

の提供方法の概要等は次の表のとおり。なお、調理に携わる者は、月１回の検便を

実施すること。

また、「乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準の運用上の取扱いにつ

いて（令和7年2月１2日こども家庭庁成育局長通知）」の「第2総則５食事」の事項を

遵守すること。

３．募集内容

2５



３．募集内容

自園調理 外部搬入 持参方式

概要
設内で調理し、提

供する方法

施設外で調理し、

運搬する方法

保護者が調理した弁当等を

持参する方法

留意事項

当該施設において行うことが必要な

調理のための加熱、保存等の調理機

能を有する設備を備えなければなら

ない。

利用児童の保護者に弁当等

を持参させる場合は、喫食

するまでの間、適切に保管

をするなど衛生面について

配慮すること。

2６

【食事の提供方法】



（１１）乳児等通園支援総合システム

本事業の実施に当たっては、面談予約、利用申込の受付、請求書の作成等を「乳

児等通園支援総合システム」で行うため、事業者においてインターネット環境の整

備等、事業の実施に必要な体制を整えること。

３．募集内容
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（１）建物

原則として、乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室については、法人等が現に運営

している保育所等の１階に設けること。乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室を2階

に設ける建物は、乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準第2１条第８号

に規定する要件に該当すること。

また、昭和５６年新耐震基準に基づき設計された建物であるなど、応募時点で耐震

に関して安全性が確認されていること。ただし、昭和５６年５月３１日以前に建築確

認済証が交付され着工した建物の場合、耐震診断報告書又は耐震補強工事実施済

みを証する書類が必要となる。

４．乳児等通園支援事業の設備・運営基準等

2８



（２）必要設備等

必要な設備等は、次の表のとおり。また、詳細な設備・運営基準については、公募

開始時（５月１日(木)）に市公式ウェブサイトに掲載する予定の次の規定を確認するこ

と。

ア 乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準

イ 乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準の運用上の取扱いについて

ウ 名古屋市乳児等通園支援事業実施要綱案（暫定版）

エ 名古屋市乳児等通園支援事業の認可の基準等に関する要綱案（暫定版）

４．乳児等通園支援事業の設備・運営基準等

2９



４．乳児等通園支援事業の設備・運営基準等

３０

【必要設備等】

区 分 内 容

職員の配置

乳幼児の年齢及び人数に応じて保育従事者を配置し、そのうち保育

士を１／２以上とすること

（参考）配置基準 ０歳児 ３人につき１人

１・２歳児 ６人につき１人

保育従事者の数は２名を下ることはできないが、保育所等と一体的

に事業を実施し、当該保育所等の職員（保育従事者に限る。）による支

援を受けられる場合には、保育士１名で処遇できる乳幼児数の範囲内

において、保育従事者を保育士１名とすることができる。

保育士以外の保育従事者は研修（子育て支援員研修等）を修了した

者等



（参照）令和７年２月１4日 こども家庭庁成育局長 通知
「乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準の運用上の取扱いについて」



４．乳児等通園支援事業の設備・運営基準等

３2

【必要設備等】

区 分 内 容

乳児室又はほふ

く室の面積
乳児又は満２歳に満たない幼児１人につき３.３㎡以上

保育室又は遊戯

室の面積
満２歳以上の幼児１人につき１.９８㎡以上

必要な設備
乳児室又はほふく室、保育室又は遊戯室、便所（利用する子ども

の年齢を踏まえた設備であること）



４．乳児等通園支援事業の設備・運営基準等

３３

【必要設備等】

区 分 内 容

その他

① 防犯及び事故防止

利用乳幼児の安全を確保するため、防犯及び事故の防止に関

し必要な措置を講じなければならない。

② 非常災害対策

非常災害に備え、利用乳幼児及び職員の一時的な滞在に必要

な食料及び飲料水を備蓄するよう努めなければならない。

③ 帳簿

職員、財産、収支及び利用乳幼児の処遇の状況を明らかにす

る帳簿を整備しておかなければならない。

④ 暴力団の排除

その事業の運営に当たっては、名古屋市暴力団排除条例（平成

24年名古屋市条例第１９号）第２条第１号に規定する暴力団を

利することとならないようにしなければならない。



（１）事業実施に係る補助金

令和7年度については、「名古屋市乳児等通園支援事業実施要綱案（暫定版）」に基

づき事業の運営を行い、補助を受けるものとする。乳児等通園支援事業に係る補助

金は、次の表のとおりである。

なお、補助基準額とは、低所得者世帯等の利用料に関して、一部を補助するもので

ある。

また、令和７年度における基本分、加算分及び補助基準額の交付時期については、

６か月分をまとめて令和８年５月頃の交付とする。

なお、令和８年度以降は、国の政省令の改正状況をふまえ、本市が定める条例の基

準に適合する必要があり、補助ではなく公定価格に変更する予定である。

５．補助

３4



５．補助

３５

区分 補助金
（子ども１人１時間あたり）

基本分 ０歳児 １，３００円

１歳児 １，１００円

2歳児 ９００円
加算分 障害児加算 ４００円

要支援家庭の子ども加算 ４００円

医療的ケア児加算 ２，４００円
補助基準額 生活保護世帯 ３００円

市町村民税非課税世帯 ２４０円

市民税所得割額77,１０１円未満の世帯 ２１０円

要保護児童対策地域協議会登録児童のいる世
帯等のうち、利用者負担額を軽減することが適
当であると認められる世帯

１５０円

※ ３０分に係る部分の金額については、１時間の単価に１／２を乗じて算出する。



（２）開設準備に係る補助

ア 開設準備に係る経費については、予算の範囲内において、次の表のとおり補助

金を交付する。補助基準を超える額、補助対象外の経費については事業者の自己

負担となる。

【開設準備補助】

５．補助

３６

項目 内容 補助基準額 補助率

開設準備経費

開設にあたり整備する備品及び消耗品費

５００,０００
円

３／４事業を実施する場所の安全対策等のた
めに改修等に要する経費



イ 補助金交付決定

開設準備に要する見込額と補助基準額とを比較し、低い方の額に補助率を乗じ

て得た金額を補助金の交付決定額とする（様式１０）。

ウ 実績報告及び補助額の確定

開設準備完了後ただちに、実績報告書及び本市が定める必要書類を提出するこ

と。提出された実績報告書に基づき、補助金額を確定する。

エ 補助金の交付

開設準備完了後、実績報告書の提出により交付額を確定し、一括して交付するこ

ととする。なお、応募時に設定した事業所の開設日までに完了しない場合は、原則

補助対象外となる。

５．補助

３7



１．ケース①

（例） 定 員 ： ０歳２名、 １歳１名、 ２歳１名 （利用率６０％想定）

実施日 ： 月、水、金 (１2日/月)

実施時間： ９時～１６時（７時間）

職 員 ： 保育士１名（本体園と一体的に運用）

〇収入

(１,６００×２+１,4００+１,2００) × 7時間 ＝ 4０,６００円/日

4０,６００ × １2日/月 ＝ ４８７，２００円/月

４８７，２００ × １２月 ＝ ５,８4６,4００円/年

５,８4６,4００ × ６０％ ＝ 3,5０7,８4０円/年

補助金＋利用料 ０歳 １,６００円 （１,３００+３００）
１歳 １,4００円 （１,１００+３００）
２歳 １,2００円 （９００+３００）

Ⅲ. 事業実施モデルケース

利用可能枠：4名×７時間×１2日×６月＝2,０１６時間

３８



２．ケース②

（例） 定 員 ： ０歳２名、１歳2名、２歳2名 （利用率６０％想定）

実施日 ： 月、水、金(１2日/月)

実施時間： ９時～１１時３０分、１4時３０分～１７時（５時間）

職 員 ： 保育士１名（本体園と一体的に運用）

〇収入

(１,６００+１,4００+１,2００) × ２名 × ５時間 ＝ 42,０００円/日

42,０００円 × １2日/月 ＝ ５０4,０００円/月

５０4,０００円 × １２月 ＝ ６,０4８,０００円/年

６,０4８,０００ × ６０％ ＝ 3,６2８,８００円/年

補助金＋利用料 ０歳 １,６００円 （１,３００+３００）
１歳 １,4００円 （１,１００+３００）
２歳 １,2００円 （９００+３００）

利用可能枠：６名×５時間×１2日×６月＝2,１６０時間

３９



３．ケース③

（例） 定 員 ： ２歳６名 （利用率６０％想定）

実施日 ： 月～金(2０日/月)

実施時間： ９時～１2時（３時間）

職 員 ： 保育士１名（本体園と一体的に運用）

〇収入

１,2００円 × ６名 × ３時間 ＝ 2１,６００円/日

2１,６００円 × ２０日/月 ＝ 4３2,０００円/月

4３2,０００円 × １２月 ＝ ５,１８4,０００円/年

５,１８4,０００円 × ６０％ ＝ 3,11０,4００円/年

補助金＋利用料 ０歳 １,６００円 （１,３００+３００）
１歳 １,4００円 （１,１００+３００）
２歳 １,2００円 （９００+３００）

利用可能枠：６名×３時間×2０日×６月＝2,１６０時間

4０



Ⅳ. 公募スケジュール、応募方法等

4１

区 分 日 程

公募開始日 ５月１日（木）

質問期限 ５月７日（水）

質問書に対する回答日 ５月９日（金）

応募書類事前提出期間（電子メール） ５月１日（木）～５月１３日（火）

応募書類事前確認期間（面談） ５月１日（木）～５月１６日（金）

応募書類の提出期限 ５月３０日（金）

実施事業者選定 ６月27日（金）

認可申請書類提出期限 ７月１８日（金）

※ 面談は、期間の終了直前に集中することが予想されますので、できるだけ早い日程での

予約をお願いします。

１．公募スケジュール



42

時 期 内容

８月頃
事業の利用方法、国の総合支援システムの利用方法に関す
る事務連絡

８月上旬 利用申請開始

８月中・下旬
令和７年度の補助申請（運営費、開設準備経費）に係る事務
連絡

９月中旬 認可通知

１０月１日（水） 事業開始

１０月中旬 認可、確認変更に関する事務連絡

３月頃
令和８年度以降の給付費支払いスケジュールや請求事務に
関する事務連絡

【事業者選定後のスケジュール等】

今後のスケジュール及び発出予定の事務連絡は以下のとおり。

※ 国の検討状況等を踏まえ、事務連絡の発出時期は前後する可能性があります。



4３

（１）質問の受付 期限：５月７日（水）

別紙３「質問書」を電子メールで送信すること。電子メールの件名には、施設名を

記載すること。質問に対する回答は、本市公式ウェブサイトに掲載予定。

２．応募方法

メールアドレス ： ａ2５24-０4@ｋｏdｏｍｏｓｅｉｓｈｏｎｅｎ.ｃｉｔｙ.ｎａｇｏｙａ.ｌｇ.ｊｐ

電子メールの件名 ： 「【(施設名)】【質問】誰でも通園公募」



44

（２）応募書類事前提出（電子メール） ５月１（木）～５月１３日（火）

「事前提出」の書類については、５/１公募開始時に、本市ウェブサイトからダウン

ロードし、ワード及びエクセル形式のデータを電子メールにより提出すること。

※ 本公募に関するアンケートに、応募書類の事前提出書類の様式を添付

電子メールの件名には、施設名を記載すること。電子メール以外の方法による提

出は認めないため留意すること。

また、電子メールの送付後には、幼保企画課に電話し、前日までに面談の予約を

すること。

※ 面談は、期間の終了直前に集中することが予想されますので、できるだけ早い

日程での予約をお願いします。

２．応募方法

メールアドレス ： ａ2５24-０4@ｋｏdｏｍｏｓｅｉｓｈｏｎｅｎ.ｃｉｔｙ.ｎａｇｏｙａ.ｌｇ.ｊｐ

電子メールの件名 ： 「【(施設名)】【事前提出】誰でも通園公募」

幼保企画課 ： ０５2-９72-4６4５（面談の予約）



１． （様式１） 応募書

２． 決算書又は決算報告書・収支報告書等決算書に類する書類、過去３期分（損益計

算書及び貸借対照表。個人の場合は確定申告提出書類）

３． （様式５） 事業計画書

４． （様式７） 乳児等通園支援事業の職員について

５． 物件の現況平面図、敷地現況図、建物配置図

６． 昭和５６年５月３１日以前に建築確認済証が交付され着工された場合、耐震診断

報告書又は耐震補強工事実施済みを証する書類（該当する場合のみ）

【事前提出書類】

4５



4６

（３）応募書類事前確認（面談） ５月１日（木）～５月１６日（金）

電子メールで提出された（２）の書類について、名古屋市役所に来庁の上で事

前確認を受けること。

面談の際には、事前提出書類を１部持参すること。

※ 面談は、期間の終了直前に集中することが予想されますので、できるだけ早い

日程での予約をお願いします。

２．応募方法



47

（４）応募書類の提出 期限：５月３０日（金）

ア 別紙１に記載の提出書類を、書面により、正本１部、副本３部を提出すること。ま

た、提出書類一覧（別紙１） の番号によりインデックスをつけるとともに、左側に２

か所穴を開け、ひもで綴じること。

イ 電子メールにより、ワード及びエクセル形式のデータを提出すること。

ウ 提出書類は、本公募における選定以外の目的で使用しない。

エ 提出書類は、名古屋市情報公開条例（平成１2年名古屋市条例第６５号）に基づき、

非公開情報（個人情報、法人・個人に不利益を与えると認められるもの等）を除き、

行政文書として情報公開の対象となる。

２．応募方法



4８

オ 提出書類に含まれる著作権・特許権など日本国の法令に基づいて保護される第

三者の権利の対象となっているものを使用した結果、生じた責任は事業者が負う。

カ 書類の提出後に辞退する場合は、書面（別紙4）により届け出ること。

キ 提出書類は、理由の如何を問わず返却しない。提出後は、差し替え又は再提出

は認めませんが、本市が必要と認める場合に限り、提出書類の修正又は追加資料

の提出を求めることがある。

２．応募方法

メールアドレス ： ａ2５24-０4@ｋｏdｏｍｏｓｅｉｓｈｏｎｅｎ.ｃｉｔｙ.ｎａｇｏｙａ.ｌｇ.ｊｐ

電子メールの件名 ： 「【(施設名)】【提出書類】誰でも通園公募」

幼保企画課 ： ０５2-９72-4６６０（提出書類）



4９

（１） 実施事業者の選定にあたり、事業者の能力及び提案の評価を公正かつ客観的

に行うため、評価基準に基づき、評価委員により書面審査を実施し、名古屋市が

決定する。

（２） 地域や施設類型のバランス等を踏まえ総合的に審査を行う。

（３） 評価結果は、応募した事業者に対し、文書等により通知する。

３．選定方法



５０

（１）無効となる応募

ア 本公募要項に示した応募資格を有しない事業者による応募

応募資格があることを確認された事業者であっても、選定までの間に応募資格を

有しないこととなった事業者は、応募資格を有しない事業者に該当するものとする。

イ 提出書類に虚偽の記載がされた応募

ウ 本公募要項に示した提出書類の作成及び提出に関する条件に違反した応募

（２）選定後に次のいずれかの事項に該当する場合、選定を取り消す場合がある。また、

今後の他の事業に係る公募等の選定において不利な取扱いを受ける場合もある。

ア 選定後に応募資格を有しない者となった場合

イ 提出書類に虚偽の記載がされていたことが判明した場合

ウ 応募内容と異なった設置や運営内容を行った場合

４．その他



５１

（３）応募における書類作成等に関して必要となる一切の費用は、事業者の負担とす

る。また、選定の結果、事業を実施できない場合に費用が発生した場合において

も、事業者の負担とする。

（４）本公募による選定が、定員数までの児童の利用を保証するものではない。

（５）事業を休止又は廃止する場合には、施行予定である名古屋市乳児等通園支援事

業の認可の基準等に関する要綱案（暫定版）に定める手続きに従うこと。

（６）その他必要な事項は別に定める。

４．その他



５2

〇 以下の２次元コードを読み込み、本公募に関するアンケートへのご回答をお願い

いたします。説明会への出席確認とさせて頂きます。

〇 アンケートに、応募書類の事前提出書類の様式を添付していますので、あらかじ

めご準備くださいますようお願いします。

各種様式、設備運営基準等は、５月１日（木）の公募開始時に、本市ウェブサイトに

掲載予定です。（ページＩＤ:１８５５５０）

アンケートの提出をお願いします。

お問合せ先

名古屋市子ども青少年局 幼保企画課

こども誰でも通園制度 担当 横井、清水

ＴＥＬ ：０５２－９７2－4６６０

メール ：ａ2５24-０４@ｋｏdｏｍｏｓｅｉｓｈｏｎｅｎ.ｃｉｔｙ.ｎａｇｏｙａ.ｌｇ.ｊｐ


